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  教　　育　　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

366 事 務 局 費 1,493,886 1,403,207

教育委員会総務課 国 925

福 利 課 手 18,970

学 校 支 援 課 繰 39,000

教 職 員 課 ㊀ 1,344,312

高 校 教 育 課

義 務 教 育 課

人権・地域教育課

368 教 職 員 人 事 管 理 費 914,048 617,401

福 利 課 国 82,513

教 職 員 課 手 2,681

財 62

㊀ 532,145

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

教育の充実［「令和６年度  重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育環境の充実

事 業 名 金 額

「県立高等学校適正化実施計画」に基づき、地域とつながる教育の推進のた

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育現場の改善

事 業 名 金 額

教職員の働き方改革のための取組を実施

　教員業務支援員を配置する市町村に対し補助

　　補助率　教員業務支援員の配置にかかる経費の2／3

　　補助先　奈良市外33市町村

　全ての県立学校に出退勤管理システムを配置

　教職員の働き方改革研修会を実施

　　対象者　県立学校及び公立小中学校の副校長・教頭　170名

学校現場における副校長・教頭の学校マネジメント等に係る業務を専門的に

支援するための人材を配置

　対象　21校

労働安全衛生規則等に基づき、各県立学校の休養室整備のための備品を購入

　対象　24校

障害者雇用率の改善に向けて、外部専門家等の意見を踏まえ、障害のある職

員が担う業務の切り出し、新規雇用計画の策定、理解促進のための資料作成

等を実施

教員採用試験の採点を自動化し、情報処理及び情報管理の正確性・安全性を

向上させるとともに関係課室所での業務及び情報共有を効率化

教員の人事定数を一元管理する教職員人事定数管理システムを構築
教 職 員 人 事 定 数 管 理
シ ス テ ム 運 営 事 業

106,607

内 容

奈 良 南 高 等 学 校 （ 吉 野
学 舎 ） 活 用 推 進 事 業

50,850 め、地域交流拠点を整備

　奈良南高校吉野学舎改修にかかる工事

公 立 学 校 に お け る
障 害 者 雇 用 推 進 事 業

2,996

自 動 採 点 シ ス テ ム
運 営 事 業

5,559

内 容

教 職 員 の 働 き 方 改 革
推 進 事 業

177,058

副 校 長 ・ 教 頭
マ ネ ジ メ ン ト 支 援 員
配 置 事 業

9,510

県 立 学 校 に お け る
労 働 安 全 衛 生 体 制
整 備 事 業

4,731

【教育の充実に関する参考指標】

（令和６年５月１日現在）

区 分 小学校 中学校 義務教育学校 高等学校 特別支援学校

（公立） （公立） （公立） （県立） （県立）

学 校 数 178校 94校 9校 29校 10校

生 徒 数 57,866名 28,789名 2,601名 19,450名 1,554名

教 員 数 4,556名 2,439名 284名 1,536名 963名

「令和６年度学校基本調査」
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368 学 校 教 育 推 進 費 460,454 291,638

高 校 教 育 課 国 69,146

義 務 教 育 課 手 2,943

繰 2,449

諸 3,699

㊀ 213,401

前年度繰越分 前年度繰越分

26,000 6,029

当該年度分 当該年度分

434,454 285,609

翌年度へ繰越

31,980

教育の充実［「令和６年度  重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　高等学校授業料等への支援

事 業 名 金 額

遠距離通学児童生徒の通学に係る経費を負担する市町村に対し補助

　補助率　1／4

　補助先　山添村、高取町、下市町、野迫川村、十津川村、東吉野村

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

補助対象市町村数（市町村） 6 5 6

　　２　教育現場の改善

事 業 名 金 額

児童生徒へのきめ細かな対応や教員の働き方改革を実現するため、公立小中

学校へ学校教育活動を支援する多様な地域人材を配置する市町村等に対し補

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

補助対象市町村・一部事務組合（団体） 11 14 27

休日の中学校文化部活動指導の段階的な地域移行に向けた実証事業を実施

　委託先　奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、生駒市、香芝市、

   　     葛城市、安堵町、下市町

　部活動改革検討委員会　開催日　　令和６年８月８日、令和７年２月13日

　情報交換会　　　　　　開催期間　令和６年12月９日～23日

　実証事業報告会　　　　開催日　　令和７年３月17日

公立中学校において、文化部活動指導員を配置する市町村に対し補助

　補助先　奈良市外17市町

　部活動指導員配置数　82名

　　３　教育内容の充実

事 業 名 金 額

奈良南高校、十津川高校における技術者の育成

高田高校における森林環境教育指導者育成のための研修　２回

青翔中学校における森林環境体験学習　　　　　　　　　１回

初任者等を対象とした教員研修（現地）　　　　　　　　６回

高等学校の特色化・魅力化を推進

　県立高校特色・魅力説明会　２回（令和６年６月３日・９日）

　教科指導力向上研修　　　　６教科（令和６年８月１日～27日）

中学１年生による県内企業訪問の実施

　参加校数　　28校（県内中学校及び義務教育学校）

　参加生徒数　2,292名

　訪問企業数　23社（延べ70社）

内 容

遠 距 離 児 童 生 徒
通 学 費 補 助 事 業

7,148

内 容

森 林 環 境 教 育 推 進 事 業
[ 森 林 環 境 保 全 ]

2,449

内 容

学 力 向 上 を 目 的 と し た
学 習 支 援 員 等
配 置 促 進 事 業

100,152 助

地 域 ク ラ ブ 活 動
体 制 整 備 事 業

2,849

県 内 企 業 訪 問 に よ る
キ ャ リ ア 形 成 事 業

5,069

特 色 化 ・ 魅 力 化
推 進 事 業

3,990

部 活 動 指 導 員
配 置 促 進 事 業

10,768

葛
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  教　　育　　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

370 人 権 教 育 推 進 費 76,290 66,145

( 人 権 ・ 地 域 教 育 課 ) 国 1,918

諸 1

起 27,300

㊀ 36,926

372 地 域 教 育 推 進 費 54,199 44,241

( 人 権 ・ 地 域 教 育 課 ) 国 21,053

㊀ 23,188

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 金 額

学校や地域・保護者・教育関係者等が参画・協働し、生命を尊重する心を育

てるための実践研究を実施

　研究指定校　２校

就学前教育センターの運営

　地域リーダーによる地域での研修体制構築への支援

　就学前教育アドバイザーの配置　２名

職場実習先の新規開拓を行うキャリア教育コーディネーターを配置

　高等養護学校　２名

　　４　教育環境の充実

事 業 名 金 額

公立幼稚園における教職員の事務負担の軽減や教育の質の向上を図るための

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育内容の充実

事 業 名 金 額

「
「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」を踏まえ、教職員の部落問題

意識を高め、部落問題学習を推進するための研修の実施及び研修動画の作成

　研修会　３回　　　　研修動画　４本

　検討委員会　２回　　作業部会　６回

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育内容の充実

事 業 名 金 額

子どもの様々な課題の解決及び地域教育力の向上を図る仕組みを構築し、地

域社会を活性化させる取組を推進する市町村に対し補助

　学校・地域パートナーシップ事業実施市町村数　32市町村１組合

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

県立学校の魅力創造、地域・社会に貢献する人材育成、地方創生の実現を図

るため、生徒が主体的に取り組む地域や地元企業等と協働する活動を支援 

　実施学校数　高等学校　29校　　特別支援学校　10校

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

延べ参加生徒数（名） 7,581 10,308 10,794

231

県 立 学 校 に よ る
地 域 と の 協 働 推 進 事 業

1,355

内 容

内 容

部 落 差 別 の 解 消 の 推 進
に 向 け た 教 育 支 援 事 業

1,260

内 容

学 校 ・ 地 域 パ ー ト ナ ー
シ ッ プ 事 業

41,555

学校・地域パートナーシップ事業実施数
（カ所）

232 231

内 容

児 童 福 祉 施 設 等
Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業

6,029 ＩＣＴ環境の整備に対し補助

　補助先　橿原市、生駒市、川西町

「 い の ち の 教 育 」
展 開 事 業

343

就 学 前 教 育 推 進 事 業 18,410

キ ャ リ ア 教 育 ・ 就 労
支 援 等 充 実 事 業

5,192
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372 教 育 研 究 所 費 5,130,946 4,678,089

( 教 育 委 員 会 総 務 課 ) 国 3,124,121

使 253

財 992

繰 2,962

越 21,647

諸 73,114

㊀ 1,455,000

前年度繰越分 前年度繰越分

236,410 206,675

当該年度分 当該年度分

4,894,536 4,471,414

翌年度へ繰越

98,542

県内公立学校におけるコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導

入を支援

　アドバイザーの派遣

　研修会や連絡会等の開催による連携・協働体制の構築

　　コミュニティ・スクール導入校数

　　　小学校　131校　　中学校　68校　　義務教育学校　４校

　　　高等学校　29校

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

小・中・義務教育学校における導入率（％） 53.0 59.8 72.8

こども・子育て支援の充実、女性活躍の推進［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　困難な状況に置かれているこども、子育て世帯に対する相談体制、支援等の充実

事 業 名 金 額

小・中・高校生対象のメール相談窓口の運営

　相談員数　２名

教職員を対象に自殺予防に特化した研修の実施

　回数　２回　　参加者数　延べ199名

中学・高校生の悩みや不安の重大化を防ぐため、ＳＮＳを活用した相談窓口

を設置

　設置期間　令和６年５月１日～令和７年３月31日

　相談ケース数　201件

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　教育現場の改善

事 業 名 金 額

児童相談員として教職員経験者等を公立小学校に派遣　20名

学校の教育相談体制の強化を図るとともに、いじめや不登校等多様化する課

題の背景にある児童生徒の悩みを受け止め、心理的安定を促すため、スクー

ルカウンセラーを配置

  配置校数　小学校　77校　　中学校　94校　　義務教育学校　９校

　          県立学校　41校

  相談件数　14,882件

児童生徒の抱える諸課題について、社会福祉関係機関と連携した支援を実施

するため、社会福祉士等を生活支援アドバイザーとして公立小・中学校及び

県立高等学校等へ派遣

  派遣校数　小学校　93校　　中学校  47校　　義務教育学校　９校

　　　　  　県立学校　41校

  相談件数　 2,178件

　　２　教育環境の充実

事 業 名 金 額

県域ネットワークの構築に関する意見交換会　有識者招聘　１名

県域学校教育ＤＸ推進連携協議会　コア委員招聘　１名

内 容

県 域 学 校 Ｄ Ｘ 支 援 事 業 180

内 容

い じ め 対 策 支 援 事 業 9,806

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー
等 配 置 促 進 事 業

144,417

ＳＮＳ相談窓口運営事業 6,222

コミュニティ・スクール
推 進 体 制 構 築 事 業

645

内 容

自 殺 対 策 強 化 事 業 8,662
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  教　　育　　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

374 教 職 員 費 39,148,699 38,787,045

( 教 職 員 課 ) 国 10,112,096

繰 600,000

㊀ 28,074,949

374 教 職 員 費 22,749,045 22,544,615

( 教 職 員 課 ) 国 5,575,187

繰 620,000

㊀ 16,349,428

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 金 額

各県立学校インターネット回線の管理・運用・保守

　県立学校　41校

県立学校統合型校務支援システム及び採点支援システムの管理・運用・保守

　県立学校　41校

学びと指導の個別化による生徒の自己実現に必要な資質と能力の向上を目的

ＧＩＧＡスクールの適切な運営のため、県立学校の情報通信ネットワーク診

県内公立学校における教育情報化を支援するため、ＧＩＧＡスクール運営支

　を実施

文部科学省の指定を受けた高等学校において先進的な理数教育や情報教育等

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　教育現場の改善

事 業 名 金 額

不登校児童に適切な教育的支援を行うための非常勤講師の配置

　小学校　６校

　　２　教育内容の充実

事 業 名 金 額

複式学級編制基準の改善

　１年生を含む場合

　　（法基準）２学年で８人以下→（県単）２学年で６人以下

　その他の学年の場合

　　（法基準）２学年で16人以下→（県単）２学年で14人以下

　　　とび複式学級の解消

　　　　小学校　６校

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　教育現場の改善

事 業 名 金 額

不登校生徒に適切な支援を行うための非常勤講師の配置

　中学校　11校

内 容

不 登 校 の 未 然 防 止 ・
早 期 対 応 事 業
（ 中 学 校 ）

3,497

断を実施

　県立学校　41校

県 立 学 校 通 信
ネ ッ ト ワ ー ク 等 の 管 理

8,373

県 立 学 校 校 務 Ｄ Ｘ
推 進 事 業

185,546

Ｎ ｅ ｘ ｔ － Ｇ Ｉ Ｇ Ａ
県立高校学習環境整備事業

17,500

複 式 学 級 編 制
基 準 の 改 善
（ 小 学 校 ）

45,036

県 立 高 等 学 校 Ｄ Ｘ
加 速 化 推 進 事 業

74,267 を強化し、ＩＣＴを活用した探究的な学びを推進するため必要な環境を整備

　県立高等学校　９校

内 容

内 容

不 登 校 の 未 然 防 止 ・
早 期 対 応 事 業
（ 小 学 校 ）

2,803

内 容

ＧＩＧＡスクール運営支援
セ ン タ ー 整 備 事 業

122,100
援センターを運営

　41自治体（県及び39市町村１組合）の教育委員会及び教職員に対して支援

として、県立高等学校１年生に学習ＡＩツールを提供し各学校で活用

ネットワークアセスメント
実 施 事 業

8,028
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376 高 等 学 校 管 理 費 2,688,760 2,656,864

( 学 校 支 援 課 ) 国 1,974,864

使 6,559

手 38,135

財 2,168

諸 25,826

㊀ 609,312

378 教 育 振 興 費 625,004 505,713

学 校 支 援 課 国 98,157

高 校 教 育 課 財 10,631

繰 1,946

諸 64,691

㊀ 330,288

　　２　教育内容の充実

事 業 名 金 額

複式学級の解消

　（法基準）２学年で８人以下→（県単）単式学級化

　　全学年複式学級の解消

　　　中学校　６校

中学校における免許外教科担任の解消を図り、教育効果を上げるため、非常

勤講師を配置

　中学校　17校

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　高等学校授業料等への支援

事 業 名 金 額

教育に係る経済的負担の軽減を行うため、授業料相当額の高等学校等就学支

援金を支給

　就学支援金受給者数　（実人数） 17,803名

　全日制　　　　　　　（月　額）　9,900円

　定時制　　　　　　　（月　額）　2,700円

　定時制（単位制）　　（１単位）　1,740円

　通信制　　　　　　　（１単位）　  336円

公立高等学校専攻科において、低所得世帯の教育に係る経済的負担の軽減を

行うため、授業料に対し補助

　修学支援金受給者数　　　　　　 （実人数）　 　１名

　市町村民税の課税標準額×６％－市町村民税の調整控除額が

　　100円未満の世帯　　　　　　　（月　額）　9,900円

　　100円以上51,300円未満の世帯　（月　額）　4,950円

受給者数　320名

　世帯収入目安910万円以上で23歳未満の子どもを３人以上扶養する世帯

　　（年額）　 59,400円　　　　　　　　　　　　　　　　　

　国立高等専門学校生で世帯収入目安590万円以上910万円未満の世帯

　　（年額）　115,800円                                      　

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　高等学校授業料等への支援

事 業 名 金 額

貸与者数　172名

　国公立　　　　　　　（月額）　18,000円　［ 5,000円］

　私　立　　　　　　　（月額）　30,000円　［17,000円］

　自宅外通学者加算　　（月額）　 5,000円　［ 5,000円］

　へき地加算　　　　　（月額）　12,000円　［　 － 　］

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

貸与者のうち高校課程修了者の割合（％） 97 97 96

内 容

内 容

公 立 高 等 学 校 等
就 学 支 援 事 業

1,974,853

修 学 支 援 奨 学 金 の 貸 与 49,040

公 立 高 等 学 校 専 攻 科
修 学 支 援 事 業

15

公 立 高 等 学 校 等
授 業 料 軽 減 補 助 事 業

24,740

［　］内は生活保護受給世帯にかかる貸与額

45,714

9,114

内 容

複 式 学 級 編 制
基 準 の 改 善
（ 中 学 校 ）

免 許 外 教 科 担 任 解 消
非 常 勤 講 師 の 配 置
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  教　　育　　費 （単位：千円）

決算報

告書頁
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 金 額

受給者数　2,336名

　生活保護受給世帯　　　　　　　　　　　（年額）　 32,300円

　第１子の高校生等がいる非課税世帯　　　（年額）　122,100円

　23歳未満の被扶養者の兄・姉がいて、

　第２子以降の高校生等がいる非課税世帯　（年額）　143,700円

　　２　教育内容の充実

事 業 名 金 額

キャリアフロンティア人材育成支援校の指定　　　　　　　　　　３校

高校生スタートアッププログラムの実施

　令和６年７月20日、８月10日・11日　　参加生徒数　21名

キャリアプランナー、インターンシップコーディネーターの配置　２名

就職希望者をサポートするためのキャリア教育支援員の配置　　　２名

高校生合同企業説明会（高校２年生対象）の実施

　令和６年12月20日　　参加企業数　70社　　参加生徒数　144名

若年者就労相談窓口「ひまわり」による就労相談　　　　　　　　１回

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

インターンシップ実施率（％） 80 92 97

地元企業と連携し、実践的な職業教育を充実する取組を実施

　包括連携協定に基づき無償貸与を受けているＤＭＧ森精機（株）の工業機

　器を授業に活用

　包括連携協定に基づく関西電力（株）との人材育成プログラムの実施

　　実施校　奈良商工高校、御所実業高校、宇陀高校、王寺工業高校、

　　　　　　奈良南高校　　

　工業機器活用に必要な整備を実施

　企業見学や企業実習を実施

介護分野への多様な人材の参入を促進するため、福祉に関する科目等を学ぶ

　　３　教育環境の充実

事 業 名 金 額

職業教育を主とする専門学科の実習備品を整備

　山辺高校　　茶園管理機器一式、４輪運搬機

　磯城野高校　プレハブ冷蔵庫、クローラ運搬機

　奈良南高校　製図板

生徒・教員用のパソコンの運用、生徒・教員用ネットワークの分離及び情報

セキュリティの強化、統合型校務支援システムの運用

　県立学校　41校

内 容

工 業 高 校 等 備 品
整 備 事 業

5,935

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 環 境 の 推 進 481,397

内 容

地 域 社 会 と の 連 携 を
核 と し た 人 材
育 成 推 進 事 業

5,385

高 校 生 介 護 人 材
育 成 事 業
[ 地 域 医 療 介 護 ]

1,946

生徒による研修等を実施

　実施校　二階堂高校、宇陀高校、磯城野高校

　　研修会の実施　４回　　フリーペーパーの作成　５回

　　介護現場における実習　33回

国 公 立 の 高 校 生 等
奨 学 給 付 金 支 給 事 業

276,801

内 容

高 校 生 キ ャ リ ア 教 育
総 合 支 援 事 業

3,084
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380 高 等 学 校 建 設 費 984,980 794,653

( 学 校 支 援 課 ) 起 280,900

㊀ 513,753

翌年度へ繰越

36,500

382 特 別 支 援 学 校 管 理 費 615,865 577,709

学 校 支 援 課 国 77,748

高 校 教 育 課 使 1,424

財 72

諸 432

起 2,000

㊀ 496,033

382 特 別 支 援 学 校 建 設 費 246,702 202,541

( 学 校 支 援 課 ) 国 792

越 98

起 129,500

㊀ 72,151

前年度繰越分 前年度繰越分

11,000 7,590

当該年度分 当該年度分

235,702 194,951

南部東部地域の振興［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　定住の促進

事 業 名 金 額

南部地域の振興に貢献する人材を育成するため、職業教育に必要な実習備品

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育環境の充実（県立高校）

事 業 名 金 額

トイレピッカピカ整備設計を実施

特別教室への空調設備の設置　18室　ほか

県立高校の施設の改修等を実施

　宇陀高校（榛原学舎）受水槽改修工事　ほか

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　高等学校授業料等への支援

事 業 名 金 額

特別支援学校への就学の特殊事情に鑑み、保護者等の経済的負担を軽減する

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

受給者数（名） 1,264 1,428 1,446

看護師同行の福祉タクシーの運行により、医療的ケアを必要とする児童生徒

　　２　教育環境の充実

事 業 名 金 額

成 果 指 標 ４年度 ５年度 ６年度

教材、備品等の整備学校数（校） 10 10 10

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　教育環境の充実（特支）

事 業 名 金 額

トイレの洋式化　33基

屋内運動場空調整備設計　１校

特別支援学校の施設の改修等を実施

　奈良西養護学校屋上防水改修工事　ほか

県 立 学 校 そ の 他
整 備 事 業

186,415

内 容

特 別 支 援 学 校
遊 具 更 新 事 業

3,377

　高等養護学校　山型うんてい

特 別 支 援 学 校
職 業 教 育 等 設 備
整 備 事 業

3,432
　盲学校　赤外線治療器　　高等養護学校　ビニールハウス　ほか

県 立 学 校 長 寿 命 化
整 備 事 業

16,126

内 容

南 部 地 域 に お け る 産 業
連 携 教 育 支 援 事 業

3,365

　御所実業高校　トラクター１台

内 容

を整備

県 立 学 校 長 寿 命 化
整 備 事 業

260,651

県 立 学 校 そ の 他
整 備 事 業

特別支援学校高等部の職業教育に必要な教材、備品等の整備

内 容

の通学を支援

老朽化に伴う、特別支援学校の固定遊具の更新

　盲学校　シーソー　　ろう学校　ジャングルジム、山型うんてい　

521,346

内 容

特 別 支 援 学 校
児 童 生 徒 就 学 奨 励 費

146,554
ため、就学に必要な経費に対し補助

医 療 的 ケ ア 児 の
通 学 支 援 事 業

4,931

　ろう学校　１名　　奈良養護学校　３名　　明日香養護学校　５名
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  教　　育　　費 （単位：千円）

決算報

告書頁

384 体 育 健 康 推 進 費 244,771 194,836

( 体 育 健 康 課 ) 国 33,401

諸 12,451

起 20,800

㊀ 128,184

前年度繰越分 前年度繰越分

11,750 11,750

当該年度分 当該年度分

233,021 183,086

翌年度へ繰越

12,964

科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　教育現場の改善

事 業 名 金 額

休日の中学校運動部活動指導の段階的な地域移行に向けた実証事業を実施

　実施市町村　奈良市外18市町村

公立中学校において、運動部活動指導員を配置する市町に対し補助

　補助先　奈良市外22市町　　部活動指導員配置数　196名

県立学校に部活動指導員を配置

　配置先　高田高校外７校　　部活動指導員配置数　 ８名

　　２　教育環境の充実

事 業 名 金 額

高等学校の施設の改修等を実施

　添上高校　屋内プール槽塗装工事　ほか

体育における個別最適な学びを充実するため、１人１台端末を活用した授業

モデル研究として、公開授業、研究発表、実技研修を実施

　モデル校数　４校（小学校１校、中学校１校、義務教育学校２校）

　参加者数    延べ400名

給食調理機器等を更新

　盲・ろう学校　食器洗浄機の購入　ほか

食材費高騰の影響を緩和するため、県立特別支援学校等の学校給食費の一部

を支援

安全・安心の確保［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　安全・安心なまちづくり

事 業 名 金 額

通学通園路の安全を確保し、通学中や園外保育中における不慮の事故から子

どもの命を守るための施策を推進

　通学路等安全対策推進会議の開催

　通学路合同点検の指導

　交通安全、防犯、防災についての講習会の開催

医療の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　健康づくりの推進

事 業 名 金 額

がんの予防及び早期発見の重要性等について理解を深めるよう、学校関係者

及び保健医療関係者と連携を図り、がんに関する学習活動を推進

　小学生向けリーフレットの作成　13,600部

　中学生向けリーフレットの作成　12,000部

公立中学校３校及び公立高等学校11校で外部講師を活用したがん教育及び公

開講演会等を実施し、学校におけるがん教育を推進

内 容

子 ど も の 通 学 通 園 路 の
安 全 確 保 推 進 事 業

370

内 容

が ん 教 育 総 合 支 援 事 業 952

Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス ク ー ル
環 境 下 に お け る
体 育 授 業 の 充 実 事 業

2,553

県 立 学 校 給 食 環 境
整 備 事 業

3,301

県 立 学 校 給 食 費
負 担 軽 減 事 業

11,750

内 容

地 域 ク ラ ブ 活 動
体 制 整 備 事 業

11,427

県立学校その他整備事業 23,122

部 活 動 指 導 員
配 置 促 進 事 業

42,813

内 容
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386 県 立 大 学 費 1,583,724 1,413,860

( 教 育 振 興 課 ) 国 56,756

起 2,200

㊀ 1,354,904

前年度繰越分 前年度繰越分

830 829

当該年度分 当該年度分

1,582,894 1,413,031

翌年度へ繰越

690

スポーツの振興［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　スポーツの推進を支える人材の育成

事 業 名 金 額

近畿２府４県でブロック開催される令和８年度全国高等学校総合体育大会の

開催準備

　令和８年度全国高校総体推進会議の運営

　令和８年度全国高等学校総合体育大会奈良県開催基本構想（案）の策定

　令和８年度全国高等学校総合体育大会奈良県実行委員会の設立準備

教育の充実［「令和６年度　重点課題に関する評価」掲載課題］

　　１　高等学校授業料等への支援

事 業 名 金 額

受給者数　29名　　（年額）　59,400円

　教育に係る経済的負担の軽減を行うため、高等学校等就学支援事業の対象

　外となる世帯のうち23歳未満のこどもを３人以上扶養する世帯の授業料負

　担に対し支援

　　２　教育環境の充実

事 業 名 金 額

教育に係る経済的負担の軽減を行うため、授業料相当額の高等学校等就学支

援金を支給

　就学支援金受給者数　（実人数）　477名　　（月額） 9,900円

受給者数　54名

　低所得世帯の教育に係る経済的負担の軽減を行うため、教科書費、教材費

　等を給付金として支給

　　支給額

　　　生活保護受給世帯　　　　　　　　　　　　　（年額） 　32,300円

　　　第１子の高校生等がいる非課税世帯　　　　　（年額）　122,100円

　　　中学生を除く15歳以上23歳未満の被扶養者がいて、

　　　第２子以降の高校生等がいる非課税世帯　　　（年額）　143,700円

　　３　県立大学の教育の充実

事 業 名 金 額

業務運営に必要な経費の財源に充てるため、公立大学法人奈良県立大学に対

し運営費交付金を交付

中期目標の達成に向けた取組に対し補助

教育に係る経済的負担の軽減を行うため、公立大学法人奈良県立大学が行う

授業料及び入学金の減免に対し補助

県立大学の施設整備

　Ⅳ号館除却工事

エネルギー価格・物価高騰による負担軽減を図るため、公立大学法人奈良県

立大学に対し補助

光 熱 費 等 高 騰 対 策 事 業
（ 奈 良 県 立 大 学 ）

829

内 容

公 立 大 学 法 人
奈 良 県 立 大 学
運 営 費 交 付 金

294,503

公 立 大 学 法 人
奈 良 県 立 大 学
中 期 目 標 関 連 費 補 助 金

547,618

公 立 大 学 法 人
奈 良 県 立 大 学
修 学 支 援 補 助 金

42,580

県 立 大 学 整 備 事 業 463,770

内 容

県 立 大 学 附 属 高 等 学 校
就 学 支 援 事 業

53,628

県 立 大 学 附 属 高 等 学 校
奨 学 の た め の
給 付 金 支 給 事 業

6,897

県 立 大 学 附 属 高 等 学 校
授 業 料 軽 減 補 助 金

1,490

内 容

高 校 総 体 開 催 準 備 事 業 2,677

内 容
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